
 

 

 

物  質  名 2-イミダゾリジンチオン ＤＢ－5 

別  名 
2-メルカプトイミダゾリン 
エチレンチオ尿素 
ETU 

CAS 番号 96-45-7 
PRTR 番号 第 1 種 32 
化審法番号 5-423 

構 造 式 

 

分子式 C3H6N2S 分子量 102.16 
沸点 － 融点 199～204℃ 3) 
蒸気圧 5.01×10-3 mmHg（25℃）1) 換算係数 1 ppm = 4.18 mg/m3（25℃） 
分 配 係 数（log Pow） －0.66 2) 水溶性 20 g/L（30℃）4) 

急急急    性性性    毒毒毒    性性性    
 
 動物種 経路 致死量、中毒量等  
 マウス 経口 LD50 3,000 mg/kg  5)  
 ラット 経口 LD50 1,832 mg/kg  5)  

 

中中中    ・・・    長長長    期期期    毒毒毒    性性性    

・マウスに 0、0.0001、0.001、0.01、0.1％の濃度で添加した餌を 90 日間投与した結果、0.01％
群の雌雄で甲状腺の過形成の発生率増加、雌で肝臓重量の増加を認めた 6) 。この結果から、

NOAEL は 0.001％（雄で 1.7 mg/kg/day、雌で 2.4 mg/kg/day 相当）であった。 
・ラットに 0、0.0083、0.025％の濃度で添加した餌を 2 年間投与した結果、0.0083％以上の群で

甲状腺の濾胞上皮細胞過形成の発生率増加、サイロキシン（T4）、トリヨードサイロニン（T3）

の減少、甲状腺刺激ホルモン（TSH）の増加に有意差を認めた 7) 。この結果から、LOAEL は

0.0083％（4.1 mg/kg/day 相当）であった。 
・ラットに 0、0.25、1.25、6.25、12.5、25 mg/kg/day を 24 ヶ月間混餌投与した結果、0.25 mg/kg/day

以上の群で用量に依存した甲状腺過形成の発生率増加を認めた。また、0.25、1.25 mg/kg/day
群の雌で肝臓相対重量の増加、12.5 mg/kg/day 以上の群の雌及び 25 mg/kg/day 群の雄で甲状腺

相対重量の増加、25 mg/kg/day 群の雌雄で体重の減少に有意差を認めた 8) 。この結果から、

LOAEL は 0.25 mg/kg/day であった。 
・雄ラットに 0、13 mg/m3 を 2 週間（6 時間/日、5 日/週）吸入させた結果、13 mg/m3 群で体重

増加の抑制、T4 の減少を認めたが、臨床所見や組織等への影響は認めなかった 9) 。 

生生生    殖殖殖・・・発発発    生生生    毒毒毒    性性性    

・ラットに 0、5、10、20、40、80 mg/kg/day を妊娠前 21～42 日から妊娠 15 日目まで、妊娠 6
日目から 15 日目まで、妊娠 7 日目から 20 日目までそれぞれ強制経口投与した結果、10 
mg/kg/day 以上の群の胎仔で髄膜脳瘤、髄膜出血、胎便過多、水頭症、神経管の閉塞、内反足、

短曲尾の発生を認め、40 mg/kg/day 以上の群で成長遅延を認めた。また、5 mg/kg/day 群では

奇形の発生はなかったが、頭頂骨の骨化遅延の発生率増加を認めた 10) 。この結果から、LOAEL
は 5 mg/kg/day であった。 

・ラットに 0、15、25、35 mg/kg/day を妊娠 6 日目から 20 日目まで強制経口投与した結果、25 
mg/kg/day 以上の群の胎仔で脳室の拡張、35 mg/kg/day 群の胎仔で体重の減少、頭蓋の髄膜瘤

及び胎便過多、後肢の弯曲、短曲尾、尿管水腫、輸尿管の拡張、脊椎骨椎体の増加、頭蓋骨

- 1 -



 

 

の骨化遅延の発生率に有意差を認めた。また、35 mg/kg/day 群の胎仔では発生率に有意差は

なかったが、水頭症の発生もみられた 11) 。この結果から、NOAEL は 15 mg/kg/day であった。

・ラットに 0、0.0008、0.0025、0.0083、0.025％の濃度で添加した餌を交尾前 2 週間から妊娠、

授乳期を経て離乳後 9 週まで投与した結果、外表奇形及びその他の発生への影響を認めなか

ったが、0.025％群で生後 4 日目の生存率及び体重の有意な減少を認めた 7) 。この結果から、

NOAEL は 0.0083％（6.2 mg/kg/day 相当）であった。 
・ウサギに 0、5、10、20、40、80 mg/kg/day を妊娠 7 日目から 21 日目まで強制経口投与した結

果、80 mg/kg/day 群で吸収胚の増加、胎仔の脳重量の減少を認めたが、奇形の発生はなかっ

た 10) 。この結果から、NOAEL は 40 mg/kg/day であった。 

ヒヒヒ    トトト    へへへ    ののの    影影影    響響響    

・ゴム製造工場で働く 53 才の女性労働者でアレルギー性の接触皮膚炎が報告されており、パッ

チテストでは原料成分のニッケル、コバルトとともに、本物質の 0.01％溶液でも陽性反応が

みられている 12) 。 
・1957 年から 1971 年にゴム製造工場に勤務していた労働者 1,929 人を対象とした調査では、同

時期に工場のある市内で 49 例の甲状腺がんがあったが、労働者の中にはなかった Smith, 1976) 。

・本物質製造工場の製造工程に従事する男性労働者 8 人（平均勤続 10 年）及び混合工程の労働

者 5 人（平均 3 年）を対象とした 3 年間の調査では、混合工程の労働者で T4 の有意な減少を

認めたが、本物質暴露による甲状腺機能への高度の影響を示す証拠も臨床影響もなかった。

なお、パーソナルサンプラーによる測定では、製造工程労働者で 330 µg/m3、混合工程労働者

で 120～160 µg/m3、バックグラウンド濃度は 10～240 µg/m3 であった 13) 。 
・ゴム製造工場でゴムの成形や切断等に従事した女性労働者の子供 420 人を対象とした調査で

は、工場のある地域の子供と比べて異常の発生数に差はなかった 14) 。 

発発発    ががが    んんん    性性性    

IARC の発がん性評価：3 15) 

実験動物及びヒトでの発がん性に関して十分な証拠ないため、IARC 評価では 3（ヒトに対す

る発がん性については分類できない）に分類されている。 

許許許    容容容    濃濃濃    度度度    
 
 ACGIH  －  
 日本産業衛生学会 －  
 

暫暫暫    定定定    無無無    毒毒毒    性性性    量量量    等等等    ののの    設設設    定定定    

 経口暴露については、ラットの中・長期毒性試験から得られた LOAEL 0.25 mg/kg/day（甲状

腺の過形成）を採用し、LOAEL であることから 10 除した 0.025 mg/kg/day を暫定無毒性量等に

設定する。 
 吸入暴露については、暫定無毒性量等の設定ができなかった。 
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